
4

5

6

7

8

9

10

2013/8 2014/8 2015/8 2016/8

過去６カ月間で96億ドル相当の資金流入
直近６カ月のインド株式市場は、海外機関投資家から96億ドル相当の資金流入があり、２月の安値から+24％
上昇しました。米国の利上げがインド市場にとってリスクではあるものの、以下の理由により、インド市場はグローバル市場
よりも相対的に投資家心理が強含みになると考えています。

今後も資金流入が予想されるインド市場

2016年9月吉日
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◆異例のスピードで進む構造改革
先進国経済が金融緩和に頼っている間に、インドでは
構造改革進展に向けた好ましい政策動向が増えています。
インドにおける現在の構造改革のペースは、過去20年で、
類を見ないほどのスピードとなっています。
８月には目玉となる税制改革（GST:物品・サービス税
などの間接税の統一）を行い、大きく前進しました。

＊P.5の「本資料のお取扱いについてのご注意」をご確認ください。

◆金融政策が成長を下支え

インド準備銀行は、４月の政策決定会合で半年ぶりに
政策金利を6.75％から6.5％に引き下げています。
今後の緩和姿勢を継続し、インドの経済成長を下支えして
いく意向を明確にしています。
2016年4-6月期の企業業績は緩やかに回復しており、
ここからさらに改善していくでしょう。
株式相場は引き続き、政府の改革実行をはじめとした
持続的な資金流入に下支えされそうです。
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出所：Bloomberg,JETROのデータに基づき
SBIアセットマネジメントが作成

データ期間：2016/1/1~2016/8/31

出所：Bloombergのデータに基づき
SBIアセットマネジメントが作成

データ期間：2013/8/31~2016/8/31

インド株式市場における年初来からの
海外機関投資家の売買動向とSENSEX指数の推移

（億ルピー） （ポイント）

ＧＳＴ（物品・サービス税）とは
①これまで州ごとに異なっていた複雑な税体系を一本化
し、課税の重複を回避することが目的。
②導入により効率性、生産性、競争環境の活性化が
見込め、インド経済の成長に寄与する見込み。

（参考）過去2年間で講じられた主な構造改革
①鉱物資源の採掘・割当に関して透明性を高める
メカニズムの導入

②各種補助金などを受益者の銀行口座に直接振り込む
制度の導入

③海外からインドへの直接投資に関する規制緩和
④銀行セクターの改革（倒産法の成立等）
⑤インフラ整備の拡充
⇒資金流入や経済成長が飛躍的に高まる土台に

（％） インド政策金利の推移（過去3年間）
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＊P.5の「本資料のお取扱いについてのご注意」をご確認ください。

※基準価額の変動要因は上記に限定されるものではありません。

今後も資金流入が予想されるインド市場
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＊P.5の「本資料のお取扱いについてのご注意」をご確認ください。

今後も資金流入が予想されるインド市場
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＊P.5の「本資料のお取扱いについてのご注意」をご確認ください。

今後も資金流入が予想されるインド市場
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本資料のお取扱いについてのご注意
・本資料は、SBIアセットマネジメント株式会社が信頼できると判断したデータに基づき作成されておりますが、その正確性、
完全性について保証するものではありません。また、将来予告なく変更されることがあります。
・本資料中のグラフ、数値等は過去のものであり、将来の傾向、数値等を予測するものではありません。
・投資信託は値動きのある証券に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本保証はありません。
・投資信託の運用による損益はすべて受益者の皆様に帰属します。
・お申込みの際には必ず投資信託説明書（交付目論見書）の内容をご確認の上、お客様自身でご判断ください。
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委託会社 SBIアセットマネジメント株式会社（信託財産の運用指図及び運用報告書の作成等を行います。）
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第311号
加入協会／一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会

＜委託会社、その他関係法人＞

受託会社 三井住友信託銀行株式会社（ファンド財産の保管・管理等を行います。）

今後も資金流入が予想されるインド市場

税金は以下の表に記載の時期に適用されます。
以下の表は、個人投資者の源泉徴収時の税率であり、課税方法などにより異なる場合
があります。

時期 項目 税金

分配時 所得税※及び地方税
配当所得として課税
普通分配金に対して20.315％

換金（解約）
時及び償還時

所得税※及び地方税

譲渡所得として課税
換金（解約）時及び償還時の差益（譲渡益）
に対して20.315％

※復興特別所得税を含みます。
・ 上記は平成28年8月末現在のものです。税法が改正された場合等には、税率等が変更される
場合があります。
・確定拠出年金法に規定する資産管理機関の場合、収益分配金ならびに解約・償還益（個別元
本超過額）については、所得税及び地方税は非課税となっております。なお、確定拠出年金制度の
加入者については、確定拠出年金の積立金の運用にかかる税制が適用されます。
・少額投資非課税制度「愛称：NISA（ニーサ）」、未成年少額投資非課税制度
「愛称：ジュニアNISA（ジュニアニーサ）」をご利用の場合
NISA及びジュニアNISAをご利用の場合、毎年一定額の範囲で新たに購入した公募株式投資
信託などから生じる配当所得及び譲渡所得が5年間非課税となります。ご利用になれるのは、
販売会社で非課税口座を開設するなど、一定の条件に該当する方が対象となります。詳しくは、
販売会社にお問い合わせください。
・ 法人の場合は上記とは異なります。
・ 税金の取扱いの詳細については、税務専門家にご確認されることをお勧めします。

税金


